
川崎市里地里山保全等促進事業補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、里地里山の多面的機能の発揮及び次世代への継承を図るため、里地里

山の保全等の活動を行う団体の事業の経費に対し、予算の範囲内において補助金を交付す

ることについて、川崎市補助金等の交付に関する規則（平成１３年川崎市規則第７号。以

下「規則」という。）に規定するもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（補助の対象） 

第２条 補助金の対象事業（以下「補助事業」という。）は、神奈川県里地里山の保全、再

生及び活用の促進に関する条例（平成１９年神奈川県条例第６１号。以下「条例」という。）

に基づき認定された団体（以下、「認定団体」という。）が条例に基づく活動協定を締結し

た里地里山において行う保全活動等のうち、里地里山保全等促進事業補助金交付要綱（平

成２１年４月１日農地第１０号。以下「県交付要綱」という。）別表第１の２に定めるも

のとする。 

２ 次の各号に掲げる団体は、給付の対象としない。 

 ア 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（以下「法」という。）第

２条第２号に規定する暴力団をいう。） 

 イ 法人にあっては、代表者又は役員のうちに暴力団員（法第２条第６号に規定する暴力

団員をいう。）に該当する者があるもの 

 ウ 法人格を持たない団体にあっては、代表者が暴力団員に該当するもの。  

（補助金の額の算出方法等） 

第３条 補助事業に対する補助対象経費及び補助金の額の算出方法は、県交付要綱別表第１

の２及び第２のとおりとする。 

２ 前項の規定により算出した補助金の額に千円未満の端数があるときは、その端数金額を

切り捨てるものとする。 

（補助金の交付の申請） 



第４条 補助金の交付を受けようとする者は、里地里山保全等促進事業補助金交付申請書

（第１号様式）に次の各号に掲げる書類を添えて市長に申請しなければならない。 

（１）事業計画書（第２号様式） 

（２）収支予算書 

（３）その他市長が必要と認める書類 

２ 概算払を必要とする場合には補助金概算払要望調書（第３号様式）を前項の補助金交付

申請書に添えるものとする。 

（補助金の交付の決定） 

第５条 市長は、補助金の交付の申請があった場合には、速やかに書類の審査等により内容

を調査し、適正と認めたものについて条件を付けて補助金の交付を決定し、交付通知書（第

４号様式）により申請した認定団体に通知するものとする。 

２ 市長は、必要に応じ申請者又は前項の交付の決定を受けた者が、第２条第２項各号のい

ずれかに該当するか否かを神奈川県警察本部長に対して確認を行うことができる。ただし、

当該確認のために個人情報を神奈川県警察本部長に提供するときは、神奈川県警察本部長

に対して当該確認を行うことについて、当該個人情報の本人の同意を得るものとする。 

（事業の変更等） 

第６条 補助事業の内容について、新設又は廃止をしようとする場合は、速やかに里地里山

保全等促進事業変更（中止・廃止）申請書（第５号様式）を市長に提出し、その承認を受

けなければならない。 

２ 補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合は、速やかに里地里山保全等促進事業変

更（中止・廃止）申請書（第５号様式）を市長に提出し、その承認を受けなければならな

い。 

３ 補助事業が予定の期間に完了する見込みのない場合若しくは完了しない場合又は補助

事業の遂行が困難となった場合は、速やかに市長に報告し、その指示を受けなければなら

ない。 

（変更等の承認） 



第７条 市長は、交付の決定を受けた認定団体（以下「補助事業者」という。）から前条第

１項又は同条第２項に規定する申請書の提出があった場合には、内容を審査し、適正と認

めたものについて、里地里山保全等促進事業変更（中止、廃止）承認書（第６号様式）に

より補助事業者に通知するものとする。 

（財産の処分の制限） 

第８条 補助事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに補助事業に

より取得し、又は効用の増加した１件の取得価格が５０万円以上のもの（以下「補助事業

取得財産」という。）については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年

大蔵省令第１５号）に定める耐用年数に相当する期間（当該期間が１０年を超えるとき

は、１０年）を経過するまで、市長の承認を受けないで、この補助金の交付の目的に反し

て使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。 

２ 補助事業取得財産については、その台帳を設け、その保管状況を明らかにしておかなけ

ればならない。 

（書類の整備等） 

第９条 補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ、当該収入及び支出

については証拠書類を整備保管しておかなければならない。 

２ 前項に定める帳簿及び証拠書類は、当該補助事業の完了の日の属する市の会計年度の翌

年度から５年間（前条第１項に定める期間が５年を超える補助事業取得財産があるとき

は、その期間）保存しなければならない。 

３ 前項に定める保存期間が満了しない間に補助事業者が解散する場合は、その権利義務を

継承する者（権利義務を継承するものがいない場合は、市長）に前条第２項に定める台帳

並びに第１項に定める帳簿及び証拠書類を引き継がなければならない。 

（消費税等の報告） 

第１０条 消費税及び地方消費税を補助金に係る補助対象経費とする場合にあっては、市長

に対して補助事業に係る実績報告を行うにあたって、当該補助金に係る消費税及び地方

消費税に係る仕入控除税額が明らかな場合には、これを補助金額から減額して報告しな



ければならない。 

２ 消費税及び地方消費税を補助金に係る補助対象経費とする場合にあっては、市長に対す

る補助事業に係る実績報告後に消費税の申告により当該補助金に係る消費税及び地方消

費税に係る仕入控除税額が確定した場合には、速やかに市長に対して報告しなければな

らない。 

３ 前項において、補助事業者が全国的に事業を展開する組織の一支部又は一支社等であっ

て、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部又は本社等で消費税及び地方消費税

の申告を行っている場合は、本部の課税売上割合等の申告内容に基づき報告を行うもの

とする。 

（実績報告） 

第１１条 補助事業者は、事業終了後７日以内、会計年度終了日いずれか早い方までに、里

地里山保全等促進事業実績報告書（第７号様式）に次の各号に掲げる書類を添えて市長に

提出しなければならない。 

（１）事業報告書（第２号様式） 

（２）収支決算書 

（３）その他市長が必要と認める書類 

（補助金の交付） 

第１２条 市長は、前条の実績報告書の提出を受けた後、速やかに内容を審査し、交付すべ

き補助金の額を確定した後に補助金を交付するものとする。ただし、市長は、事業の遂行

上必要があると認めるときは、補助金を概算払により事前に交付することができる。 

（補助金の返還） 

第１３条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当する場合には、補助金の交付の

決定の全部又は一部を取り消し、又は既に補助金が交付されているときは、期限を定めて、

その全部又は一部の返還を命ずることができる。 

（１）この要綱の規定に違反したとき。 

（２）偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 



（３）第２条第２項各号のいずれかに該当するとき。 

２ 市長は、補助事業者に交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を超

える補助金が交付されているときは、期限を定めて、確定額を超える部分の補助金の返還

を命ずることができる。 

３ 前１項及び２項の補助金の返還期限は、返還の命令を受けたときから３０日以内と

し、期限内に納付されない場合は、未納に係る期間に応じて所定の年利の割合で計算し

た延滞金を課する。

（届出事項） 

第１４条 補助事業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、速やかに文書によりその

旨を市長に届け出なければならない。 

（１）名称を変更したとき。 

（２）代表者を変更したとき。 

（３）合併または解散したとき。 

（委任） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は経済労働局長が定める。 

附 則 

１ この要綱は、平成２６年９月１１日から施行する。 

２ この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

３ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

４ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

５ この要綱は、令和６年２月１日から施行する。 



第１号様式 

                                 年  月  日 

（宛先）川崎市長 

                    住   所 

名   称 

代表者氏名       

里地里山保全等促進事業補助金交付申請書 

     年度里地里山保全等促進事業補助金について、次のとおり交付を受けたいので、

川崎市里地里山保全等促進事業補助金交付要綱第４条の規定により、関係書類を添えて申

請します。 

１ 事業計画書（第２号様式） 

２ 収支予算書 

３ その他市長が必要と認める書類 

 暴力団員でないことを確認するため、本様式に記載された個人情報を神奈川県警察本部に

照会することについて同意します。 

代表者 

氏名
フリガナ

 性別 住所 生年月日 



第２号様式 

事 業 計 画 ・ 報 告 書 

１ 事業目的 

２ 交付を受けようとする補助金額 

               円 

３ 事業内容及び事業費 

事 業 名

事 業 内 容

施 行 場 所

事 業 主 体

事 業 費

実 施 期 間   年  月  日   ～       年  月  日 

摘 要



第２号様式 

４ 事業経費内訳 

(単位：円) 

補助対象

活 動
事 業 費 算 出 根 拠

経 費 負 担 区 分 
摘  要 

市 補 助 金 事 業 主 体

農林地等の

保全及び再

生

田 ㎡

湛水田(休耕田) ㎡

畑 ㎡

樹園地 ㎡

二次林 ㎡

体験教室、

調査などの

活動

資 機 材 の

購 入

そ の 他

計 



第３号様式

補助金概算払要望調書

里地里山保全等促進事業補助金交付申請書で申請した補助金について、次の理由により

概算払による交付を要望します。 

１ 要望理由

２ 概算払を要望する補助金の額

               円



第４号様式  

川崎市指令  第  号 

                    住   所  

                    名   称  

                    代表者氏名            様 

交 付 通 知 書 

     年  月  日付で申請のあった里地里山保全等促進事業補助金については、

川崎市里地里山保全等促進事業補助金交付要綱第５条の規定に基づき、次の条件を付けて

円の交付を決定します。 

     年  月  日 

                        川崎市長         

１ この補助金は、里地里山保全等促進事業以外に使用しないこと。 

２ 川崎市里地里山保全等促進事業補助金交付要綱の定めに従うこと。 

（担当） 

（連絡先） 



第５号様式 

                                 年  月  日 

（宛先）川崎市長          

                    住   所  

                    名   称  

                    代表者氏名               

里地里山保全等促進事業変更（中止、廃止）申請書 

     年  月  日付で交付通知書により通知のあった里地里山保全等促進事業に

ついて、次のとおり変更（中止、廃止）したいので、川崎市里地里山保全等促進事業補助金

交付要綱第６条第１項（第２項）の規定により申請します。 

１ 変更（中止、廃止）の内容 

事業内容 変更（中止、廃止）前 変更（中止、廃止）後 

２ 変更（中止、廃止）の理由 



第６号様式  

   第   号 

    年  月  日 

                    住   所  

                    名   称  

                    代表者氏名             様 

里地里山保全等促進事業変更（中止、廃止）承認書 

     年  月  日付で申請のあった里地里山保全等促進事業変更（中止、廃止）に

ついては、川崎市里地里山保全等促進事業補助金交付要綱第７条の規定により次のとおり

承認します。 

     年  月  日 

                        川崎市長         

事業内容 変更（中止、廃止）前 変更（中止、廃止）後 

（担当） 

（連絡先） 



第７号様式 

                                 年  月  日 

（宛先）川崎市長          

                    住   所  

                    名   称  

                    代表者氏名               

里地里山保全等促進事業実績報告書 

     年  月  日付け交付通知書により通知のあった里地里山保全等促進事業が

次のとおり完了したので、川崎市里地里山保全等促進事業補助金交付要綱第１１条の規定

により提出します。 

１ 事業報告書（第２号様式） 

２ 収支決算書 

３ その他市長が必要と認める書類 


